
競争参加者の資格に関する公示 

 

 平成 31・32 年度において国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下「研究所」という。）における建

設工事及び測量・建設コンサルタント等業務に係る競争契約の参加資格を得ようとする者の申請方法等

について、次のとおり公示します。 

 

平成 31 年 1 月 8 日 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 調達室長 橋本 卓也 

○調達機関番号 808 ○所在地番号 08 

 

１ 建設工事の工種区分及び測量・建設コンサルタント等業務の業種区分 

（１）建設工事 

建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 3 条第 2 項別表第一に規定する区分のうち解体工事を除く

28 種類 

（２）測量・建設コンサルタント等業務 

測量、建築関係建設コンサルタント業務、土木関係建設コンサルタント業務、地質調査業務、補償

コンサルタント業務 

２ 申請の時期 

定期の申請時期は、平成 31 年 1 月 8 日から平成 31 年 1 月 31 日までとする。ただし、行政機関の

休日に関する法律（昭和 63 年法律第 91 号）第 1 条に規定する行政機関の休日（以下「休日」とい

う。）を除く。 

なお、上記期間後も随時受付を行うが、この場合、資格を付与した日から有効となるため、希望

する調達案件の入札に間に合わないことがある。 

３ 申請の方法 

（１）申請書の入手方法 

当研究所所定の「一般競争（指名競争）参加資格審査申請書」（以下「申請書」という）は当研究所

ホームページ（https://www.aist.go.jp）からダウンロードすることにより入手できる。 

また、別記１の申請書の提出場所において無料で交付する（ただし休日を除く）。 

（２）申請書の提出方法 

申請書は、別記１に掲げるいずれかの場所に次の①、②の申請書等の関係書類を持参又は郵送（郵

送の場合は簡易書留等（定期の申請は平成 31 年 1 月 31 日消印有効））により提出すること。 

①建設工事 

一 一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（様式第 1 号） 

二 添付書類 

イ 工事経歴書 

ロ 建設共同企業体協定書の写し（建設共同企業体として申請する者に限る。） 

ハ 総合評定値通知書等の写し 

（建設業法施行規則（昭和 24 年建設省令第 14 号）第 21 条の 4 に規定するもので、申請日

から直近のものであり、平成 20 年国土交通省告示第 85 号第一の四の１（一）に規定する

雇用保険(以下「雇用保険」という)、（二）に規定する健康保険(以下「健康保険」という)



及び（三）に規定する厚生年金保険(以下「厚生年金保険」という)の加入状況がいずれも

「加入」又は「適用除外」となっているものに限る。ただし、当該通知において雇用保険、

健康保険又は厚生年金保険の加入状況が「未加入」であった後に該当保険の加入状況が「加

入」又は「適用除外」となったものは、総合評定通知書の写しのほか、それぞれ該当事実

を証明する書類） 

なお、共同企業体の場合は、各構成員の総合評定値通知書等の写しを、官公需適格組合

で総合点数の算定等の特例扱いを希望する場合は、組合及び審査対象者の総合評定値通知

書等の写しをそれぞれ提出する。 

ニ 建設業許可申請書の写し（建設業法施行規則（昭和 24 年建設省令第 14 号）第２条第１号

に定める別記様式第１号（別表を含む）で申請日の直近のもの。） 

ホ 共同企業体等調書（共同企業体及び官公需適格組合で総合点数の算定等の特例扱いを希望

する場合に限る。） 

ヘ 納税証明書（直前 1 年間における法人税又は所得税、消費税及び地方消費税の納入状況に

ついての税務官署が発行する証明書（個人にあっては、国税通則法施行規則（昭和 37 年大

蔵省令第 28 号）による別紙第 9 号書式その 3 又はその 3 の 2、法人にあっては、その 3 又

はその 3 の 3。ただし、納税すべき租税が更生債権又は再生債権となり、更生計画又は、再

生計画が認可されていないため納付ができず、納税証明書の写しを提出できない場合又は

納税額について係争中のため、当該係争部分に係る納税証明書の写しを提出できない場合

（係争部分以外の租税については納税証明書の写しを提出していることが必要）は、それぞ

れ租税の納付ができないことを示す書類又は納税額について係争中であることを示す書類） 

ト 委任状（行政書士等の代理申請による場合に限る。） 

②測量・建設コンサルタント等業務 

一 一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（様式第 3 号） 

二 添付書類 

イ 測量等実績調書 

ロ 技術者経歴書 

ハ 登記事項証明書又はその写し（法人の場合）、身元証明書又はその写し（個人の場合） 

ニ  登録証明書等又はその写し 

ホ 財務諸表類（直前 1 年の各事業（営業）年度分の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変

動計算書及び個別注記表（個人の場合にあっては、これらに類する書類。）） 

ヘ  納税証明書（直前 1 年間における法人税又は所得税、消費税及び地方消費税の納入状況に

ついての税務官署が発行する証明書（個人にあっては、国税通則法施行規則（昭和 37 年大

蔵省令第 28 号）による別紙第 9 号書式その 3 又はその 3 の 2、法人にあっては、その 3 又

はその 3 の 3。ただし、納税すべき租税が更生債権又は再生債権となり、更生計画又は、再

生計画が認可されていないため納付ができず、納税証明書の写しを提出できない場合又は

納税額について係争中のため、当該係争部分に係る納税証明書の写しを提出できない場合

（係争部分以外の租税については納税証明書の写しを提出していることが必要）は、それぞ

れ租税の納付ができないことを示す書類又は納税額について係争中であることを示す書類） 

ト 委任状（行政書士等の代理申請による場合に限る。） 

 



（３）その他 

① (2)に掲げる諸証明書については、複写機等による写しをもって代えることができる。 

② (2)に掲げる添付書類のうち添付することが著しく困難であると認められる書類がある場合には、

当該書類の記載の事実を確認できる他の書類をもって代えることができる。 

③ 申請書類は、日本語で記載するものとする。また、添付書類のうち外国語で記載されているもの

については、日本語の訳文を添付する。 

④ 申請書類の金額表示が外国貨幣額の場合は、出納官吏事務規程（昭和 22 年大蔵省令第 95 号）第

16 条の外国貨幣換算率により換算した邦貨額を記載する。 

４ 競争に参加することができない者及び競争に参加させないことができる者 

（１）①当該契約を締結する能力を有しない者及び破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

    ②暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第三十二条第一項

各号に掲げる者 

（２）次の各号のいずれかに該当すると認められる者をその事実があった日以後 2 年以内の期間を定め

て一般競争に参加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人として使用する

者についても同様とする。 

①契約の履行に当たり故意に工事、製造その他の役務を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に

関して不正の行為をした者 

②公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るために連合した

者 

③落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

④監督又は検査の実施に当たり監督員、検収員及び当該業務を委託された者の職務の執行を妨げた

者 

⑤正当な理由なくして契約を履行しなかった者 

⑥契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽の事実

に基づき過大な額で行った者 

⑦この項（この号を除く）の規定により一般競争に参加できないこととされている者を契約の締結

又は契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

（３）（２）に該当する者を入札代理人として使用する者 

５ 資格審査結果の通知 

「資格決定通知書」により申請者に通知（郵送）する。 

６ 資格の有効期間 

平成 31 年 4 月 1 日から平成 33 年 3 月 31 日までとする。なお、２により随時申請した場合は、資格を

付与されたときから平成 33 年 3 月 31 日までとする。 

７ 情報公開 

申請書に記載された内容の一部（商号又は名称・本社（店）住所・電話番号・代表者氏名・等級・営業

品目）は、資格審査後、一般競争参加者名簿として公開されることがある。一般競争参加者名簿の閲覧

先は、別記 1 の申請書の提出場所と同じ。 

８ 公告の方法 

一般競争に付する場合の公告の方法は、入札を行うセンターに掲示するほか、当研究所ホームページ

（https://www.aist.go.jp）に掲載する。 



９ 競争参加者の資格及びその審査 

（１）建設工事についての資格、資格審査事項及び資格の等級の決定方法 

①資格 

予定価格の金額に応じ、建設工事の種類ごとに、別記２の(1)の①、(2)の①及び(3)の①のとおり

資格を定める。 

②資格の審査事項 

①の資格についての審査は、次に掲げる事項について行う。 

一 年間平均完成工事高 

二 経営規模 

イ 自己資本額 

ロ 利益額 

三 経営状況 

イ 純支払利息比率 

ロ 負債回転期間 

ハ 総資本売上総利益率 

ニ 売上高経常利益率 

ホ 自己資本対固定資産比率 

ヘ 自己資本比率 

ト 営業キャッシュフロー（絶対額） 

チ 利益剰余金（絶対額） 

四 技術力 

イ 技術職員の数 

ロ 元請完成工事高 

五 その他の審査項目（社会性等） 

イ 労働福祉の状況 

ロ 建設業の営業継続の状況 

ハ 防災活動への貢献状況 

ニ 法令遵守の状況 

ホ 建設業の経理の状況 

ヘ 研究開発の状況 

ト 建設機械の保有状況 

チ 国際標準化機構が定めた規格による登録の状況 

③資格の等級の決定方法 

建設工事の種類ごとに上記②の審査事項を要素とする次の計算方式により算出された数値により

別記２の(1)の②、(2)の②及び(3)の②に対応する等級に格付ける。 

計算方式  0.25ａ＋0.15ｂ＋0.20ｃ＋0.25ｄ＋0.15ｅ 

この計算方式における各記号の意義は、それぞれ次に掲げるとおりとする。 

ａ：総合評定値通知書における完成工事高評点（Ｘ１） 

ｂ：総合評定値通知書における自己資本額数値の点数及び利益額の点数による評点（Ｘ２） 

ｃ：総合評定値通知書における経営状況評点（Ｙ） 



ｄ：総合評定値通知書における元請完成工事高及び技術職員数による評点（Ｚ） 

ｅ：総合評定値通知書における労働福祉の状況の点数、建設業の営業年数の点数、防災活動へ

の貢献状況の点数、法令遵守の状況の点数、建設業の経理の状況の点数、研究開発の状況の

点数、建設機械の保有状況の点数及び国際標準化機構が定めた規格による登録状況の点数、

若年技術職員の継続的な育成及び確保の状況の点数、新規若年技術職員の育成及び確保の

状況の点数による評点（Ｗ） 

（２）測量・建設コンサルタント等業務についての資格、資格審査事項及び資格の等級の決定方法 

①資格 

予定価格の金額に応じ、測量、建築関係建設コンサルタント業務、土木関係建設コンサルタント

業務、地質調査業務及び補償コンサルタント業務ごとに、別記２の(４)の①のとおり資格を定め

る。 

②資格の審査事項 

①の資格についての審査は、次に掲げる事項について行う。 

一 年間平均実績高 

二 経営規模 

イ 自己資本額 

ロ 有資格者職員数 

三 営業経歴 

営業年数 

③資格の等級の決定方法 

測量、建築関係建設コンサルタント業務、土木関係建設コンサルタント業務、地質調査業務及び

補償コンサルタント業務ごとに、上記②の審査事項を要素とする次の計算方式により算出された

数値により別記２の(４)の②に対応する等級に格付ける。 

計算方式  3ａ＋ｂ＋5ｃ＋ｄ 

この計算方式における各記号の意義は、それぞれ次に掲げるとおりとする。 

a：別記４別表１の業種別年間平均実績高に対応する数値 

b：別記４別表２の自己資本額に対応する数値 

c：別記４別表３の業種別有資格職員数に対応する数値 

d：別記４別表４の営業年数に対応する数値 

１０ その他 

（１）会社更生法に基づく更生手続開始の決定又は民事再生法に基づく再生手続き開始の決定を受けた

者の取扱い 

建設工事及び測量・建設コンサルタント等業務の一般競争（指名競争）参加資格があるとの認定を

受けている者であって、会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の決定を受け

た者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の決定を受けた者（以下「更

生手続等開始決定者」という。）は、再度の一般競争（指名競争）参加資格の審査の申請を行うこと

ができる。なお、更生手続等開始決定者は、再度の一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けてい

ないときは、競争参加資格が確認されない場合がある。 

（２）合併等により新たに設立された会社等の取扱い 

合併等により新たに設立された会社等とは、次の①から⑤までに掲げる会社等をいい、合併等後の



経営事項審査を受けている者は、再度の一般競争（指名競争）参加資格の審査の申請を行うことが

できる。 

①合併により新たに会社が設立された場合における新設会社又は合併により、その一方が存続した

場合における存続会社 

②親会社がその営業（建設業）の一部を独立させるために新たに子会社を設立し、子会社が親会社

の当該営業部門を譲り受けたことにより、親会社の当該営業部門の営業活動が廃止され、又は休

止された場合における子会社 

③新たに会社が設立され、当該会社が他の会社の営業（建設業）の全部又は一部を譲り受けたこと

により当該営業を譲渡した会社の当該営業部門の営業活動が廃止され、又は休止された場合にお

ける新設会社 

④既存の建設業者が他の建設業者から営業（建設業）の全部又は一部を譲り受けたことにより当該

営業を譲渡した建設業者の当該営業部門の営業活動が廃止され、又は休止された場合における当

該営業を譲り受けた建設業者 

⑤営業（建設業）の全部又は一部を他の会社に承継させるために会社分割を行った会社の当該営業

部門の営業活動が廃止され、又は休止された場合における当該営業を承継した会社 

（３）子会社の支配人が親会社の支配人を兼務しており、当該支配人が親会社等として申請した場合

又は子会社等が親会社と代理契約を締結しており、その代理権に基づいて親会社等として申請し

た場合にあっては、当該親会社等の申請として取り扱うものとする。 

（４）親会社等として申請する者は、申請の際に当該親会社等との関係を証明する書類を提示しなけ

ればならない。 

（５）９（１）の③及び９（２）の③による資格の等級を受けた者は、随意契約の参加資格を有する者

となることができる。 

 

 

別記１ 申請書の提出場所 

（１）北海道センター 

契約担当職 北海道センター研究業務推進室長 

〒062-8517 北海道札幌市豊平区月寒東 2 条 17-2-1 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 北海道センター研究業務推進室調達担当 

TEL：011-857-8434 受付時間：9 時 00 分から 17 時 15 分 

（２）東北センター 

契約担当職 東北センター研究業務推進室長 

〒983-8551 宮城県仙台市宮城野区苦竹 4-2-1 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 東北センター研究業務推進室調達担当 

TEL：022-237-8010 受付時間：9 時 00 分から 17 時 15 分 

（３）つくばセンター 

契約担当職 調達室長 

〒305-8560 茨城県つくば市梅園 1-1-1 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 つくばセンター経理部調達管理室 

TEL：029-861-2030 受付時間：9 時 00 分から 17 時 15 分 



（４）臨海副都心センター 

契約担当職 臨海副都心センター研究業務推進部長 

〒135-0064 東京都江東区青海 2-3-26 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 臨海副都心センター研究業務推進部会計グループ 

TEL：03-3599-8183 受付時間：9 時 30 分から 17 時 45 分 

（５）中部センター 

契約担当職 中部センター研究業務推進部長 

〒463-8560 愛知県名古屋市守山区下志段味穴ケ洞 2266-98 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 中部センター研究業務推進部会計グループ 

TEL：052-736-7020 受付時間：9 時 00 分から 17 時 15 分 

（６）関西センター 

契約担当職 関西センター研究業務推進部長 

〒563-8577 大阪府池田市緑丘 1-8-31 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 関西センター研究業務推進部会計グループ 

TEL：072-751-9605 受付時間：9 時 00 分から 17 時 15 分 

（７）中国センター 

契約担当職 中国センター研究業務推進室長 

〒739-0046 広島県東広島市鏡山 3-11-32 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 中国センター研究業務推進室調達担当 

TEL：082-420-8233 受付時間：9 時 00 分から 17 時 15 分 

（８）四国センター 

契約担当職 四国センター研究業務推進室長 

〒761-0395 香川県高松市林町 2217-14 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 四国センター研究業務推進室調達担当 

TEL：087-869-3520 受付時間：9 時 00 分から 17 時 15 分 

（９）九州センター 

契約担当職 九州センター研究業務推進室長 

〒841-0052 佐賀県鳥栖市宿町 807-1 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 九州センター研究業務推進室調達担当 

TEL：0942-81-3613 受付時間：9 時 00 分から 17 時 15 分 

 

別記２ 業種別等級区分及び予定価格の範囲 

〔掲載順序 業種の区分 ①等級：予定価格の範囲 ②数値：等級 〕 

（１）土木一式工事、建築一式工事 

①Ａ：6 億 6,000 万円以上    ：1,400 以上 

Ａ：1 億 5,000 万円以上 6 億 6,000 万円未満  ：1,200 以上 

Ｂ：    5,000 万円以上 1 億 5,000 万円未満  ：1,000 以上 1,200 未満 

Ｃ：    2,000 万円以上     5,000 万円未満  ：  800 以上 1,000 未満 

Ｄ：      600 万円以上     2,000 万円未満  ：  600 以上   800 未満 

Ｅ：      600 万円未満               ：  600 未満 



②1,200 以上      ：Ａ 

1,000 以上 1,200 未満 ：Ｂ 

800 以上 1,000 未満 ：Ｃ 

600 以上   800 未満 ：Ｄ 

600 未満  ：Ｅ 

（２）電気工事、管工事、電気通信工事 

①Ａ：6 億 6,000 万円以上    ：1300 以上 

Ａ：1 億円以上     6 億 6,000 万円未満  ：1150 以上 

Ａ：1,000 万円以上 1 億円未満   ： 950 以上 

Ｂ：  400 万円以上 1,000 万円未満   ： 700 以上 950 未満 

Ｃ：  400 万円未満     ： 700 未満 

②950 以上   ：Ａ 

700 以上 950 未満  ：Ｂ 

700 未満   ：Ｃ 

（３）上記(1)、（2）以外の工事 

①Ａ：1,000 万円以上 

Ｂ：  400 万円以上  1,000 万円未満 

Ｃ：  400 万円未満 

②950 以上   ：Ａ 

700 以上 950 未満  ：Ｂ 

700 未満   ：Ｃ 

（４）測量・建設コンサルタント等業務 

①Ａ：1,000 万円以上 

Ｂ：  200 万円以上  1,000 万円未満 

Ｃ：  200 万円未満 

②230 以上   ：Ａ 

170 以上 230 未満  ：Ｂ 

170 未満   ：Ｃ 

 

別記３ 付与数値 

（建設工事） 

総合評定値通知書の総合評点を総合数値とする。 

 

別記４ 付与数値 

（測量・建設コンサルタント等業務） 

別表１ 業種別年間平均実績高に対応する数値 

20 億円以上  ：30 

10 億円以上 20 億円未満 ：25 

5 億円以上 10 億円未満 ：20 

1 億円以上  5 億円未満 ：15 



1 億円未満  ：10 

 

別表２ 自己資本額に対応する数値 

10 以上   ：30 

5 以上 10 未満  ：20 

5 未満   ：10 

自己資本額の数値は、自己資本額を年間平均実績高で除し、百を乗じて得た数値である。 

 

別表３ 業種別有資格職員数に対応する数値 

110 ～   ：30 

65 ～ 109  ：25 

40 ～  64  ：20 

15 ～  39  ：15 

  ～  14  ：10 

合計数値は、付表の①に掲げる者の数に５を、同表②に掲げる者の数に２をそれぞれ乗じて得た数値

の合計した数値 

 

付表 

（１）測量 

①測量法（昭和 24 年法律第 188 号）による測量士の登録を受けている者 

②測量法による測量士補の登録を受けている者（測量士の登録を受けている者を除く。） 

（２）建築関係建設コンサルタント業務 

①建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）による 1 級建築士の免許を受けている者、建築士法施行規

則（昭和 25 年建設省令第 38 号）第 17 条の 21 による建築設備士である者 

②建築士法による２級建築士の免許を受けている者（１級建築士の免許を受けている者を除く。）、

公益社団法人日本建築積算協会の行う建築積算士試験（建築積算資格者試験）に合格し、登録

を受けている者 

（３）土木関係建設コンサルタント業務 

①技術士法（昭和 58 年法律第 25 号）による第２次試験のうち技術部門を機械部門（選択科目を

流体工学、交通・物流機械及び建設機械又は機械設計とするものに限る。）、電気電子部門、建

設部門、農業部門（選択科目を農業土木とするものに限る。）、森林部門（選択科目を森林土木

とするものに限る。）、水産部門（選択科目を水産土木とするものに限る。）、情報工学部門又は

応用理学部門（選択科目を地質とするものに限る。）に合格し、同法による登録を受けている者 

②建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）による技術検定のうち検定種目を１級の土木施工管理とす

るものに合格した者、計量法（平成４年法律第 51 号）による計量士（環境計量士（濃度関係）

及び環境計量士（騒音・振動関係）に限る。）の登録をうけている者、電気事業法（昭和 39 年

法律第 170 号）による第１種電気主任技術者免状の交付を受けている者、電気通信事業法（昭

和 59 年法律第 86 号）による伝送交換主任技術者資格者証の交付を受けている者及び線路主任

技術者資格者証の交付を受けている者並びに一般社団法人建設コンサルタンツ協会の行う

RCCM 資格者試験に合格し、登録を受けている者 



（４）地質調査業務 

①技術士法による第２次試験のうち技術部門を建設部門（選択科目を土質及び基礎とするものに

限る。）又は応用理学部門（選択科目を地質とするものに限る。）とするものに合格し、同法に

よる登録を受けている者 

②一般社団法人全国地質調査業協会連合会の行う地質調査技士資格検定試験に合格し、登録を受

けている者 

（５）補償関係コンサルタント業務 

①不動産の鑑定評価に関する法律（昭和 38 年法律第 152 号）による不動産鑑定士の登録を受けて

いる者、土地家屋調査士法（昭和 25 年法律第 228 号）による土地家屋調査士の登録を受けてい

る者、司法書士法（昭和 25 年法律第 197 号）による司法書士の登録を受けている者、一般社団

法人日本補償コンサルタント協会の付与する補償業務管理士の資格を有し、登録を受けている

者 

 

別表４ 営業年数による数値 

35 年以上   ：30 

25 年以上 35 年未満 ：25 

15 年以上 25 年未満 ：20 

5 年以上 15 年未満 ：15 

5 年未満   ：10 


